
へき地小規模校における特別支援教育

．は じ め に

現在，わが国においては特別支援教育という新しい視

点からの学校教育の改革が進められている。この取組は，

文部科学省の 世紀の特殊教育の在り方について 一

人一人のニーズに応じた特別な支援の在り方について

（最終報告）（ 年 月） と題する最終報告書が基点

となっている。そこでは，障害の種類や程度に応じた 場

における特殊教育 から， 一人一人のニーズに応じた

特別支援教育 へと転換を図る必要性が提言されている。

そして， 年 月には，文部科学省の調査研究協力者

会議が 今後の特別支援教育の在り方について（最終報

告） をとりまとめている。この中では，障害のある子

どもの一人一人のニーズに応じた教育へと転換していく

ために，新たな仕組みや制度改正が必要であることを提

言している。

それでは，これらの一連の報告書の中で新しく登場し

た 特別支援教育 とはいかなる教育であろうか。ここ

ではこれらの報告書で規定している特別支援教育の概念

を通して見てみよう。そこでは次のようにまとめられて

いる。

特別支援教育とはこれまでの特殊教育の対象の障害

だけでなく，その対象でなかった ， ，高機能

自閉症も含めて障害のある児童生徒に対してその一人一

人の教育的ニーズを把握し，該当児童生徒の持てる力を

高め，生活や学習上の困難を改善又は克服するために，

適切な教育を通じて必要な支援を行うものということが

できる。もとより，この特別支援教育は，障害のある児

童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援す

るためのものと位置づけられる（特別支援教育の在り方

に関する調査研究協力者会議最終報告， ， ページ

行目 行目） と規定している。

こうした特別支援教育に関する調査研究協力者会議の

提言を受けて，文部科学省は 年度から 特別支援教

育推進体制モデル事業 を開始している。全都道府県の

教育委員会に事業を委嘱し，その期間は ヵ年としてい

る。このモデル事業の趣旨は，学習障害（ ）児，注

意欠陥 多動性障害（ ）児，高機能自閉症児を含

めた，総合的な教育支援体制の充実を図ることにある。

文部科学省は，この委嘱事業を通じ， 年度を目標と

して，全ての小・中学校において総合的な教育支援体制

を整備することを目指している。北海道においては，札

幌市，千歳市，岩見沢市がこのモデル事業指定都市とな

り，この事業の先導的試行を進めている（本論文の共同

執筆者の一人がこの事業の研究メンバーの一人として参

加した経験を持っており，本研究の研究計画の立案に参

画している）。この動きに連動して，このモデル事業以

外でも，自治体が独自で推進プランを作成し，それによ

り取組を進めているところも出てきている。また，学校

独自に実施し始めたところもあり，その取組が広がって

きている。

本研究では，これからの特別支援教育の原型は子ども

を中心にすえた，へき地小規模校の実践にあるという作

業仮説を前提にして，小規模校（それらの多くはへき地
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校）に焦点をあて，大規模校との比較検討を通して，そ

の特徴的差異を浮き彫りにすることによって，特別支援

教育の今後の取組の方向と課題を探ることを目的として

いる。

．研 究 方 法

．調査対象校

道内の小学校 校から，小規模校（児童数 人以下）

校，大規模校（児童数 人以上） 校の合計 校

を抽出した。これらの調査対象校に調査票を郵送し，特

別支援教育に関する設問について回答を求めた。

なお，北海道内の公立小学校 校は，北海道全域に

点在しているわけであるが，そこでは，人口が増大して

いる都市の大規模校や，過疎が進み，人口が減少傾向に

あるへき地・小規模校が多く存在する。

今回の調査対象となった小規模校の中にはかなりの割

合でへき地校が含まれている。北海道の 年度の在籍

児童数の統計では， 人未満の小規模の学校の割合が全

体の 分の 以上になっている。本調査研究ではこの

人以下の在籍児童数の小学校を小規模小学校群（以下，

小規模校群という）とした。また，在籍児童数が 人

を超える大規模校は，その半数以上が札幌圏に集中して

いる。本調査研究ではこの 人以上の在籍児童数の小

学校を大規模小学校群（以下，大規模校群という）とし

た。

．調査票の構成及び回答方法

調査票は調査票 （特別支援教育の取組状況と課題に

ついて）および調査票 （特別支援教育対象児童につい

て）から構成されている。調査票は学校長宛に郵送した。

回答は無記名方式とし，同封の返信用封筒に入れて郵送

するよう依頼した。

なお，本研究では，調査票 に関する回答結果を中心

に検討を加えていく。

．調査期日

調査期日は平成 年 月中旬から平成 年 月下旬ま

でとした。

．調査結果及び検討

．小規模校群に関する関連情報

回答状況

全調査対象校 校のうち， 校から回答を得た。回

答率は ％である。そのうち小規模校群からの回答は

校あり，回答率は ％である。一方，大規模校群

からの回答は 校で，回答率は ％であった。回答率

において小規模校群のほうがやや上回っている。

回答者の内訳

回答者の内訳を見ると，小規模校群においては教頭に

よる回答が最も多く， 校のうち 校において教頭が

回答し，その割合は ％を占めている。次いで，校長

による回答が 校で ％となっている。これらの結果

から明らかなように， ％が管理職によって回答され

ていることが分かる。

比較検討群として設定された大規模校群においては，

小規模校群と対照的に校長からの回答が少なく， ％

にとどまっている。最も多い回答は教諭による回答で

％である。次いで，教頭による回答が ％となっ

ている。大規模校群の場合，教諭による回答が多いこと

が特徴として指摘される。教諭による回答の場合，教職

員全体を把握する校務分掌である教務や総務からの回答

が多く，次に特別支援教育コーディネーターからの回答

が多い傾向にあった。

学校規模

小規模校群の学校規模の内訳をみると， 学級の

学校規模の範囲内にある学校は 校あり，全体の ％

を占めている。次いで， 学級の学校が 校

（ ％）で， 学級の学校は 校（ ％）にと

どまっている。このことから，かなりの数の学校が複式

学級体制か，限られた学年のみで構成されていることが

わかる。

特殊学級の有無

回答があった小規模校群のうち特殊学級のある学校は

校（ ％）であった。小規模校群における特殊学

級のある学校は約 割であるので，今回の調査では特殊

学級のある学校からの回答が多かったことがわかる。

一方，回答のあった大規模校群の中で特殊学級を有す

る学校は 校（ ％）であった。大規模校群の中で特

殊学級のある学校の割合は ％であるので，ほぼ同様

の比率となっている。

軽度発達障害児の在籍

調査の結果，軽度発達障害児の在籍に関して，両群に

おいて特徴的差異があることが明らかにされた。

小規模校群においては， 該当児童はいない の回答

が 校（ ％）で最も多い。これに対して， 保護者

から申し出はないがその傾向が見られる児童はいる の

回答が 校（ ％）， 保護者の申し出のあった児童が

いる の回答が 校で ％にとどまっている。これら

の結果を見ると，小規模校群の多くの学校では現段階で

軽度発達障害児が在籍していないことがわかる。

これに対して， 人以上の大規模校群では， 保護者

の申し出があった児童がいる とした学校が 校で，
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％と高い割合を占めている。この割合は小規模校群

の ％と対照的である。また， 保護者からの申し出

はないがその傾向が見られる児童がいる の割合も

％（小規模校群は ％）に達していることから，

実際に，特別支援教育の対象になる子どもがかなりの割

合で存在していることがわかる。このことは， 該当す

る児童はいない の割合が ％（小規模校群は ％）

ときわめて少ないことからもわかる。

．特別支援教育の取組の実際

文部科学省では， 年度（平成 年度）までに，

全ての小・中学校において， ， ，高機能自閉

症の児童生徒に対する支援体制の構築を目指す として

いるが，その目標年度の 年前にあたる現調査の時点（平

成 年 月）では，小規模校群の場合，特別支援教育の

取組を進めている学校は 校（ ％）で，他の 校

（ ％）は未実施段階にあることが明らかにされた。

これに対して，大規模校群では ％の学校（ 校）

が取組を開始していることが明らかにされている。また，

未実施段階にある学校は ％（ 校）ときわめて少な

い。このことから，大規模校群の場合，ほとんどの学校

が特別支援教育の取組に着手していることがわかる。

取組を開始した時期については，小規模校群の学校で

は， 今年度（平成 年度）から開始 が ％（ 校），

昨年度（平成 年度）から開始 の学校は ％（

校）で，約 割が本調査年度（平成 年度）に開始して

いる。これに対して，大規模校では ％（ 校）の学

校が，すでに，本調査実施以前の年度（平成 年度）か

ら取組を開始していることが明らかにされている。

それでは，試行を始めた経緯はどのような動機による

ものであろうか。小規模校群では 学校が独自の判断で

取組を開始 という回答項目の割合が最も高く， ％

（ 校）に達しており， 市町村教育委員会の方針で

とする回答の割合（ ％・ 校）を越えている。両者

の回答には重複した回答が入っているので一概には判断

できないが，小規模校群の場合， 学校独自の判断 が

小規模校群の特別支援教育体制の構築に関係しているこ

とが推測される。これに対して，大規模校群では 市町

村教育委員会の方針（ ％・ 校）の割合が高く，学

校独自の判断（ ％・ 校） の割合とほぼ同程度の

割合に達している。大規模校群の場合，小規模校群と比

較して，教育委員会の主導性が反映していると見てよい

であろう。

．特別支援教育のための組織作り

校内委員会の設置及び構成員の内訳

回答項目の選択肢は， ．全く新しい委員会として

独立した校内委員会を設置した ， ．既存の委員会の

活動を整理統合して校内委員会とした ， ．既存の委

員会に校内委員会の機能を持たせた ， ．従来の各委

員会を残し，その上部組織として校内委員会を設置し

た ， ．校内委員会は設置していない ， ．その他 ，

の 項目から構成されている。

小規模校群の場合， 特別支援教育には取り組んでい

るが，校内委員会を設置していない学校 は ％であ

る。 既存の委員会の機能を拡大させて校内委員会とし

た学校 は ％， 新しく独立した委員会を設置した

学校 は ％， 既存の委員会を整理統合して設置し

た学校 は ％であった。

大規模校群では 既存の委員会の機能を拡大させて設

置した 学校が ％で，次に多かったのが 既存の委

員会を整理統合して設置した学校 で， ％であった。

一方，校内委員会の構成員で多かった役職は，小規模

校群の場合，教頭で ％である。次いで， 全職員が

校内委員会の構成員として取り組んでいる学校 が

％を占めている。小規模校群の場合，この 全職員

が構成員 というところに特徴があると見てよいであろ

う。この回答傾向は大規模校には見られない小規模校群

の特徴といえる。ちなみに，大規模校群の場合，この回

答項目の割合は ％である。

大規模校群においては，教頭（ ％），次いで，特

別支援教育コーディネーター（ ％），養護教諭

（ ％），教務担当教員（ ％），特殊学級担任（ ％）

の順になっている。大規模校群の場合，特別支援教育コー

ディネーターの存在が大きいことがわかる。このことに

ついては，次節の 特別支援教育コーディネーターの指

名と業務 を通して見ていくことにしよう。

特別支援教育コーディネーターの指名と業務

特別支援教育コーディネーターの指名はどのような状

況になっているであろうか。調査の結果，次のことが明

らかにされている。

小規模校群においては，特定の特別支援教育コーディ

ネーターを指名していない学校が ％を占めており，

あとで述べる大規模校群と比較して特異性が指摘され

る。一方，指名している学校を見てみると，教頭が ％，

特殊学級担当教諭が ％，教務担当教諭 ％となっ

ており，小規模校群では教頭の占める割合が大きいこと

がわかる。

これに対して，大規模校の場合は，むしろ，特殊学級

担当教諭（ ％），総務担当教諭（ ％），教務担当

教諭（ ％）が高い割合を占めており，これらの職種

が最も特別支援教育コーディネーターに指名されやすい

傾向にある。ちなみに，教頭が指名される割合は ％

にとどまっている。
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それでは，特別支援教育コーディネーターにはどのよ

うな業務が課せられているのであろうか。調査結果を見

ると，コーディネーターが行っている業務は 対象児の

把握（ ％）， 保護者との連携（ ％） の割合が

最も多く，次いで， 専門家チームや関連機関との連携

（ ％），当該学級（担任）への補助，助言（ ％）

の割合の順になっている。この業務の内容から明らかな

ように，校内にとどまらず，学外の機関とかかわる業務

も付加されており，新しい校務分掌が学校現場に導入さ

れてきていることがわかる。このように見てくると，こ

れらの業務を遂行する上で必要とされるコーディネー

ターの資質が大きな意味を持つように思われる。このこ

とについては，後節でさらに考察を深めていくことにす

る。

．小規模校における今後の特別支援教育

連携が必要な関係機関

図 は 今後，特別支援教育を推進していく上で，ど

のような関係機関と連携していく必要があるか という

設問に対する回答（複数選択可）をまとめたものである。

選択肢を 個設定したが， の項目内容を選択した

割合は，多少ばらつきがあるものの，小規模校群・大規

模校群共に ％未満にとどまっている。これらの項目は，

．道立教育研究所 ， ． 以外の教育研究所 ， ．

北海道教育委員会 ， ．各支庁教育局 などの項目内

容で，両群ともにこれらの機関と特別支援教育にかか

わって，連携に対する強い必要感は持っていない。これ

に対して，選択項目番号 ， ， ， ， の機関を選

択している割合が高い。これらの機関は， ．各市町

村教育委員会 ， ．道立特殊教育センター ， ．児

童相談所 ， ．病院 ， ．盲・聾・養護学校 であ

るが，いずれも，選択された割合が ％を越している。

特に，項目 に関しては，その割合が ％台に達してお

り，両群ともに，学校運営にかかわっては所轄の教育委

員会との連携を重視していることがわかる。取組の内容

面にかかわっては，項目 ， の割合が両群ともに約

割に達しているところが興味深い。このことから，これ

からの特別支援教育にとって盲・聾・養護学校や児童相

談所の機能の活用に対する期待が大きいことがわかる。

その他の項目として， ．大学（大学院）， ．保

健所・保健センター ， ．福祉施設 ， ．通園施設・

通園センター ， ．その他 ， ．連携先については

まだ考えていない があげられるが，いずれの選択項目

も高い割合になっていない。

以上，図 から読み取れる特徴的傾向を見てきたが，

他機関との連携にかかわっては，両群ともに同様の傾向

にあることが指摘される。特に，すでに取り組みが始まっ

ている学校でも実際に連携が行われているように， 各

市町村の教育委員会との連携の必要 についての考えが

最も多いことがあげられる。このことは，学校独自の取

組だけではなく，近隣の学校との共通した取組を行うた

めにも各市町村の教育委員会がリーダーシップをとっ

て，中心的な役割を担うことを望んでいると考えること

ができる。

また，学校への支援を求める専門の相談機関として，

児童相談所 や 盲・聾・養護学校 との連携を望む

図 ．連携を必要とする関係機関

（％）（％）
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声が強いことが明らかにされている。このことは，北海

道教育委員会の特別支援教育の在り方検討委員会が

年 月にまとめた 北海道の特別支援教育の在り方につ

いて（第一次報告） で述べられている，広域的にまと

まりのある一定規模のエリアを 中圏域 と設定し，市

町村の取組を広域で支援する仕組みを作り出す土壌が形

成されつつあることを示している。将来，この中圏域に

おける各市町村の支援体制の整備を促進するために，教

育，保健，医療，福祉，労働等の関係部局・機関の関係

者からなる特別支援連携協議会などが設置され，円滑な

連携協力が図れるようにすることが必要であるように思

われる。特に，このネットワークシステムの構築は小規

模校群に属する小学校での特別支援教育の今後の取組に

とって有効であるように思われる。

特別な教育的支援を必要とする児童への対応

表 は学習障害（ ），注意欠陥 多動性障害（ ），

高機能自閉症等の特別な教育的支援を必要とする児童へ

の対応で，今後の課題と思われる項目について，小規模

校群の回答をまとめたものである。回答にあたっては，

それぞれの項目について，その重要さの程度について

件法で回答してもらっている。ここでは とても重要

と回答している割合の高い項目を中心に見てみよう。

とても重要 と回答している割合の高い項目は，

障害の正しい理解の促進（ ％）， かかわり方につ

いての共通理解（ ％）， 支援のための教員の加

配（ ％） である。これらの項目はいずれも高い割

合にあることから，これらの中に，今後の特別な教育的

支援の重要事項が内包されていると見てよいであろう。

このことをより明らかにするために，大規模校群の資料

も組み入れて，グラフを作成したのが図 である（図表

の中の通し番号・項目内容は，表 の通し番号・項目内

容と対応している）。

図 を見てみると，小規模校群と大規模校群のグラフ

の傾向がほほ同じ傾向にあることが指摘される。小規模

校群において重要項目として指摘された， 障害の正

しい理解 ， かかわり方についての共通理解 ， 支

援のための教員の加配 の 項目はこのグラフにおいて

も最も割合の高い項目群として図示されている。両群を

比較すると， 障害の正しい理解 と かかわり方

についての共通理解 の項目は，どちらかというと，小

規模校群のほうが大規模校群より， とても重要 とす

る傾向が強いことがわかる。この項目群の中に小規模校

群の特徴が現れていると見てよいであろう。これに対し

て， 支援のための教員の加配 の項目は大規模校群

のほうが強い形で回答されている。ちなみに，大規模校

群では，この項目に対して， とても重要 と回答して

いる割合は ％に達している。この項目内容の中に大

規模校群の特徴が現れていると見ることができる。以上

述べた重要事項を軸にさらに，考察を深めてみよう。

特別支援教育の対象となっている児童への対応で，今

後の課題の第一として 障害の正しい理解の促進 と か

かわり方についての共通理解 をあげることができる。

軽度発達障害の理解についての取組に関して，特別支援

教育の取組が行われている市町村では，教員全体や特別

支援教育コーディネーターを集めての研修が行われてき

ている。しかし，市町村教育委員会等での積極的な取組

表 ．小規模校群における特別な教育的支援の課題別重要度（数値は％を示している）

とても重要 やや重要
あまり
必要ない

全く
必要ない

選択無し 計

障害の正しい理解の促進
指導に役立つ資料の充実
かかわり方についての共通理解
校内研修の充実
授業研究，教材・教具の工夫，指導法の開発
通級指導教室との連携協力の充実
特殊学級との連携協力の充実
盲・聾・養護学校との連携協力の充実
校内支援体制の充実
関係機関からの情報提供の充実
地域社会への理解・啓発
保護者支援の充実
専門機関から学校への巡回指導
適切な就学相談等の充実
支援のための教員の加配
教育予算の充実
スクールカウンセラーの派遣
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が行われていないところでは，学校単位や個人での研修

に頼らざるを得ない状況にある。対象児童のもつ障害の

特性についての理解無しでは，対象の児童への適切な支

援という点では十分な取組を行うことには困難が伴うの

で，特別支援教育に取り組んでいる学校では，支援と併

行させながら児童理解のための研修を深めていくことが

求められている。この課題は小規模校群の共通の課題と

見てよいであろう。

特別な教育的支援の今後の課題の第二として 支援の

ための教員の加配 に着目したい。大規模校では今後の

課題として教員の加配が必要であるという意見が最も多

く， ％で，やや重要であるという意見を含めると

％にものぼる。 あまり必要ない 全く必要ない

という回答は見られなかった。これに対して小規模校で

は とても重要である という意識は ％で大規模校

よりも低く， あまり必要ない という意見も ％見ら

れている。このことは，この特別支援教育の実施にあたっ

て，大規模校では児童数の多さなどから，細やかな支援

を行うためには，やはり一人でも教員の数を増やすこと

が，支援・指導が行き届くことにつながるという意識が

高く，小規模校では，教員の加配があることは望ましい

が，今の教員体制でも適切な支援が行えると考えている

ことがわかる。

大規模校，小規模校共に重要性の意識が低かったのは，

スクールカウンセラーの派遣 であった。スクールカ

ウンセラーの派遣については，道内全体でも普及があま

り進んでおらず，小学校で常にカウンセラーがいるとい

う学校はごく限られている。ほとんどの学校ではカウン

セラーの派遣がない状態にあり，数週間に 度だけ来校

するような派遣状態にとどまっている。毎日の支援に関

わることが困難なスクールカウンセラーについては，特

別支援教育の体制の中での役割について，学校側が捉え

きれない状況にあることが伺える。

先に述べた北海道教育委員会の 北海道の特別支援教

図 ．特別な教育的支援の課題別重要度─小規模校群と大規模校群の比較
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育の在り方について（第一次報告） では，特別支援教

育体制の整備について， 人づくり として，小・中学

校における教職員の理解促進を挙げている。特別支援教

育の推進のためには，校内の全ての教員が，特別支援教

育の考え方や 等を含む障害のある児童生徒に対する

理解を深めるとともに，支援に関わる一員であるとの意

識を高める必要がある。そのためには，校内における研

修等の充実が大切であり，特別支援教育をテーマとした

校内研修会の実施などが求められる。またその研修の実

施にあたっては，学校の事情などにより，校内の教員だ

けでなく，必要に応じて実践校の教員や盲・聾・養護学

校，関係機関などの人材を活用するなどして取組の充実

に努めることについてもふれている。これらのことはこ

れからの特別支援教育の推進にとって大きな意味を持つ

ものと思われる。特に，研修の機会の少ない小規模校の

ある地域の教員にとって重要であると考えられる。

特別支援教育の対象児童の拡大

これまでの文部科学省・調査研究協力者会議の報告書

でも明らかなように，特別支援教育の施策が対象として

いるのは，従来の特殊教育で対象としていた特殊教育諸

学校・特殊学級の児童に加えて，新たに通常学級の中に

も在籍している学習障害（ ），注意欠陥 多動性障害

（ ），高機能自閉症等の児童である。しかし，近

年の教育現場では，上記に該当する児童ではないが，特

別な配慮を必要としている児童も在籍している。今回の

調査では，これらの特別に配慮を必要とする児童を，特

別支援教育の取組の流れの中で，どのように捉えていく

べきか，設問を通して回答者の姿勢を明らかにすること

に努めている。

図 および図 はそれらの結果を図示したものであ

る。ここでは，対象と考えられる児童を， ．不登校

の児童 ， ．暴力をふるう児童 ， ．帰国子女 ， ．

外国人の児童 ， ．被虐待経験等のある児童 ， ．

その他 の つに分類し，回答を求めている。回答は 対

図 ．対象児童の拡大（小規模校群）

図 ．対象児童の拡大（大規模校群）
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象として既に取り組んでいる ， まだ取り組んでいない

が，対象とすべき ， 対象ではない ， わからない の

つの選択肢を設定し，回答者の姿勢を明らかにしてい

る。

これを見ると， ．不登校の児童 に関しては小規

模校，大規模校共に対象とすべきだという意見が多く，

既に取り組んでいる 対象とすべき を合わせると，

小規模校で ％，大規模校では ％の数値を示して

おり，興味深い。また， ．暴力をふるう傾向のある

児童 についても ．不登校の児童 よりは数値が低

くなるが対象だと考えている意見が多かった。 ．帰

国子女 ， ．外国人の児童 については， と の児

童の場合より 対象である する考えが少なく， 対象

ではない わからない という選択肢の数値の割合が

高くなっている。これに対して， ．被虐待経験等の

ある児童 については， と の児童とほぼ同様に，対

象であると考えている意見が多くなっている。全体を通

して，大規模校では上記のそれぞれの対象児童について

既に取り組んでいる実態が，小規模校よりも多くみられ

ている。

その他の意見の中には，小規模校群では 診断のない

グレーゾーンの児童 ， 場面寡黙の児童 ， 通常学級在

籍の特殊学級，養護学校対象の児童 ， 今後はあらゆる

ことに対応すべき 等の意見が記載されていた。一方，

大規模校群では，アンダーアチーバーの児童 ，コミュ

ニケーション能力の遅れている児童 通常学級に通級

している肢体不自由児 等の意見が記載されていた。

すでにこれまでもふれてきているように，特別支援教

育に関する文部科学省のガイドラインでは，特別支援教

育では従来の特殊教育の対象の障害をもつ児童と，新た

に通常の学級に在籍している ， ，高機能自閉

症等の障害をもつ児童を対象とすることを明示してい

る。しかし近年の学校事情を見ると，障害の有無に関わ

らず，特別な支援を必要とする児童は少なくない。調査

の結果を見ると，不登校の児童，暴力をふるう傾向のあ

る児童，被虐待経験のある児童については，約 割の学

校が，すでに特別支援教育の対象として取り組んでいる

か，あるいは取り組んではいないがその対象であると考

えている。大規模校においては，すでに対象として取り

組んでいるケースが多くなっている。これらの回答結果

は，特別支援教育が 場の教育 から 特別なニーズに

応じた教育 への移行を意味しているのであれば，文部

科学省のいわゆる ガイドライン の外延部分にあるこ

れらの児童たちにまで裾野を広げる必要があることを指

摘しているように思われる。

帰国子女の児童と外国人の児童については 対象では

ない ，または 判別不能 という回答が多くなっている。

帰国子女や外国人であっても，日本語の理解ができ，日

本の文化に適応できている児童の場合は，一般の児童と

同じく学校生活に対応していくことができる。しかし，

日本語の理解が全くできなかったり，不十分であったり

した場合，一斉指導の活動では流れについていけず，個

別の指導が必要となってくる。授業などへの参加スタイ

ルが国によって異なることも考えられる。例えばアメリ

カなどの学校では，低学年のうちはいすにきちんと座っ

て学習を進めるという授業形態ではなく，フロアの上に

自由に座って授業が行われるような授業形態がある。そ

の授業形態に慣れてしいる児童が日本にきた場合，決め

られた時間，いすに座って学習を行うという形態に戸惑

いを感じ，自分の場所からのたち歩きなどの行動を起こ

すことも考えられる。このように見てくると，個別的配

慮の必要な児童という実態が想定されるが，今回の調査

結果はこのことをもって特別支援教育の対象とするとい

う見方について疑問を投げかけていると見てよいであろ

う。その一方で，大規模校では小規模校と比較して，帰

国子女や外国人の児童が対象であるという回答が多い。

このような理解の背景には，小規模校と比較して大規模

校のほうがそのような児童が入学・転入学してくる事態

が多いことが関係しているのかもしれない。

以上，対象児童の拡大という視点から援助を必要とす

る児童を見てきたが，現段階ではこれらの児童は対象外

として位置づけられている。北海道教育委員会から提示

された 北海道の特別支援教育の在り方について（第一

次報告） では，北海道の特別支援教育の在り方につい

ての説明の中で，対象の児童については，従来の特殊教

育の対象児童と，軽度発達障害をもつ児童と明示されて

おり，その対象以外の児童について言及されていない。

このことから見て，従来の特殊教育の対象児童と軽度発

達障害児以外の児童に対する特別な支援に関しては，特

別支援教育の枠内での取組ではなく，学校独自の取組と

して進められることになろう。

特別支援教育コーディネーターの資質

図 は 特別支援教育コーディネーターの資質 につ

いての回答結果をまとめたものである。ここでは特別支

援教育を推進していく上で，特別支援教育コーディネー

ター の役割を担う者が，どのような資質を持っている

ことが必要と考えているかを明らかにしようとしてい

る。回答にあたっては，コーディネーターとして必要と

されている資質として 項目（大項目群 専門性 人

柄 ，小項目群 説得力 情報収集力 調整力 企

画力 分析力 行動力 ）を設定し，それらの中で重

要だと思われる順番を 番目から 番目まで選択しても

らっている。結果の集計は，それぞれの項目で， 番目

と選んだ人数を 倍し，以下， 番目で選んだ人数を
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倍， 番目で選んだ人数を 倍・・・，としていき，そ

れらの合計を総回答人数で割って平均化した。図 はそ

の数値を基に作成されている。

図 を見てみると，大項目群においては，小規模校群・

大規模校群ともに， 専門性（小規模校群 ポイント，

大規模校群 ）の比重が大きく，人柄（小規模校群 ，

大規模校群 ） を大きく引き離している。つまり，両

群ともに特別支援教育コーディネーターの資質として，

人柄より専門性を重視していることがわかる。この傾向

はどちらかといえば，小規模校群において強い傾向にあ

る。

それでは，どのような力量が特別支援教育コーディ

ネーターに求められているのであろうか。小項目群とし

て設定された つの力量 に関する結果を通して見て

みよう。図 を見ると，小規模校群と大規模校群におい

てやや差異はあるものの つの力量 のうち，調整力

と 行動力 の つが他の力量を超えて，特徴的に優位

になっていることがわかる。小規模校群において高い割

合を占めているのは，行動力（ ）と 調整力（ ）

で，やや， 行動力 が優位にある。これに対して，大

規模校群の場合は 調整力（ ） と 行動力（ ）

となっており，どちらかというと調整力が優位性を持っ

ていることがわかる。両群において，多少の違いがある

ものの，調整力と行動力が特別支援教育コーディネー

ターに求められているといってよい。後藤は留萌管内高

等学校教育相談研究会での特別講演の中でこの行動力と

関係力の重要性についてふれている。そこでは子どもの

生きる力 を支える つの柱として，行動力と関係力

について言及し， 半歩踏み込み，状況を打開する力と

しての行動力 と シチュウのルーのように多くの素材

に触れながら，その素材の力を引き出す力としての関係

力 は単に子どもの世界に限らず，われわれ自身の社会

においても求められている力ではないかと課題を投げか

けている（留萌研 会報第 号 ， ． ）。特に，相

互の力を収斂させる 関係力 は概念としての知識以上

に，日常の課題解決にとって有用性が高いと考えられる。

真の専門性というのは，このような，関係調整力 によっ

て下支えされて初めて意味を持つように思われる。図

の結果を見る限り，これからの特別支援教育コーディ

ネーターは，課題追求型から課題解決発展型のスタンス

を求められているように思われる。

あ と が き

本調査研究は，後藤 守を研究代表者としてへき地教

育研究センターの研究費の助成によって進められたもの

である。研究は後藤 守・植木克美・阿部弘典・後藤広

太郎・高久宏一・川端愛子・渡邊泰行・後藤恵美子の

名からなる研究チームによって進められた。本研究は，

これからの特別支援教育の原型は子どもを中心にすえ

た，へき地小規模校の実践にあるという作業仮説を前提

に進めたところに特徴がある。今回の研究はその第一段

階として位置づけられる。

研究計画の立案は後藤 守，植木克美，後藤広太郎，

後藤恵美子が担当し，調査票の作成は，植木克美を中心

に進められ，阿部弘典，渡邊泰行が協力した。また，執

筆にあたっては阿部弘典が執筆を担当し，後藤守，植木

克美がそれを受けて加筆修正し，論文としてまとめた。

これらの論文原稿はさらに，共同研究のメンバーである，

高久宏一，川端愛子を中心に内容を精査し，それに基づ

く討議をへて最終稿とした。本論文に対する関係者の

方々からのご意見をいただければ幸いである。

図 ．特別支援教育コーディネーターの資質



後藤 守・阿部 弘典・後藤広太郎・高久 宏一・川端 愛子・渡邊 泰行・後藤恵美子・植木 克美
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